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　平成１５年度予算編成方針を次のとおり定める。

平成１４年１０月１５日

登別市長　上　野　　晃

平成１５年度予算編成方針

　我が国経済は、一部に持ち直しの動きが見られるものの、アメリカ経済等への先行き懸念や我が国の株価の下落など、環境は厳しさを増しており、我が国の最終需要が下押しされる懸念が強まっています。

　このため、政府は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」を早期に具体化する中で、「金融システム」、「税制改革」をはじめとした構造改革の取組を加速し、デフレ克服を進めようとしています。

　また、地方財政については、国の関与を縮小し、地方の権限と責任を大幅に拡大する方針です。これを踏まえ、国庫補助負担事業の廃止・縮減について検討するとともに、地方交付税、国・地方の税源配分の見直しという三位一体の改革案をまとめることとしています。

　この基本方針は閣議決定されていますが、具体的な内容はこれから検討することとされており、平成１５年度予算は、このような構造改革の流れの中で策定されることとなっています。

　いずれにせよ、国と地方の財政は不況による歳入の伸び悩みと借入金残高の増大に伴う国債費（公債費）の増加により、弾力性を失いつつあり、かってない厳しい状況となっております。

　このため、当市においては、これまでも、「登別市行政改革基本方針」に基づき、行財政改革に取り組んできたところでありますが、さらに、社会情勢の変化や新たな行政需要に的確に対応するため、基本方針の見直しを行っているところです。

　このような状況の中で、平成１３年度決算の実質収支では６億８千万円の黒字を確保したものの、前年度繰越金を排除した単年度収支では、かろうじて1千２百万円の黒字を確保できたにすぎません。主要な財政指標についても、ここ数年、下記のように悪化してきております。

　平成１５年度の財政見通しについては、平成１４年度当初に策定した中期財政見通しにおいても３億円の財源不足が見込まれていますが、地方交付税特別会計において借入を取りやめることがルール化されており、出口ベースでの交付税額は平成１４年度よりさらに減額されるものと予想されます。さらに、不況による所得の伸び悩みから個人市民税の伸びが期待できないこと、固定資産税の評価替の基準年度に当たることから、固定資産税が減収見込みとなることなど、前年度の経常一般財源の金額を確保することが難しくなってきています。

　歳出面では、義務的経費のうち公債費についてクリンクルセンター建設のために平成１１年度に借り入れた１９億円に係る元金償還（１億４千万円）が始まります。また、火葬場の建替や新市民プール建設などの大型事業が本格化するとともに、公共施設の維持補修費の増嵩が見込まれるほか、各特別会計への繰出金の確保等多額の財源を必要としています。

　従って、平成１５年度の予算編成にあたっては、これらの状況を十分に踏まえ、各部においては、登別市環境配慮指針に沿い、省資源に配慮した事務事業の執行を前提にするとともに経常的経費の徹底した節減合理化と、全ての事業について、その必要性・効果等について事業の見直し点検を行い、最少の経費で必要な行政サービスが提供できるよう、次により編成するものとします。

記

平成１５年度当初予算の要求は、義務的経費及び特別な事情によりやむを得ないと認められる事業を除き、前年度当初予算の範囲内を限度とし、事務事業評価を踏まえ、各課の工夫により減額して要求することを原則とします。

　　　

参　考

◎決算の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（普通会計、千円）
	区分
	歳入総額

ア
	歳出総額

イ
	差引額

アーイ　ウ
	翌年度へ繰越すべき財源エ
	実質収支

ウーエ　オ
	単年度収支

カ

	H12
	22,166,532
	21,449,053
	717,479
	44,633
	A　672,846
	178,701

	H13
	21,920,499
	21,212,718
	707,781
	22,844
	B　684,937
	12,091


※H13年度単年度収支額＝B-A

　　◎主要財政指標の推移

	区　　　分
	８年度
	９年度
	10年度
	11年度
	12年度
	13年度

	経常収支比率
	87.7％
	83.6％
	82.5％
	84.6％
	86.8％
	87.9％

	公債費比率
	15.1％
	15.6％
	15.9％
	16.2％
	16.6％
	17.2％

	起債制限比率
	12.3％
	12.2％
	12.3％
	12.5％
	12.4％
	12.7％

	財政力指数
	0.527
	0.526
	0.512
	0.492
	0.475
	0.466


※経常収支比率は，減税補てん債・臨時財政対策債を経常一般財源とした場合の数値

※財政力指数は３か年平均の数値

○経常収支比率　経常一般財源のうち経常経費に充当された割合を示したもので、

　　　　　　　　財政構造の弾力性を測定する比率として使われます。

　　　　　　　　一般的には、７５％程度が妥当と考えられています。

○経常一般財源　毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されず自由に使用し得る収入のことをいいます。

　　　　　　　　当市においては、市税と地方交付税で経常一般財源の９割近くを占めています。

○公債費比率　　公債費の一般財源に占める割合をいいます。この比率が１０％を超さないことが望ましいとされています。

○起債制限比率　地方債の許可制限に係る指標で、２０％を超えると一般単独事業債などの借入れに制限を受けることになります。

○財政力指数　　地方交付税の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値をいいます。財政力指数は、１に近くあるいは１を超える（普通交付税の不交付団体）ほど財源に余裕があるものとされています。

